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2024 年５月 30 日 

 

各  位 

会社名  セイノーホールディングス株式会社 

代表者名  代表取締役社長  田口 義隆   

（コード番号 9076 東証プライム、名証プレミア） 

問合せ先 取締役 国際戦略部担当 丸田 秀実 

                         （TEL．0584-82-5024） 

 

インドにおける合弁会社（連結子会社）の設立に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、Mahindra Logistics Limited（以下、「MLL」という。）

との共同出資による合弁会社の設立について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。なお、当該合弁会社は当社の連結子会社となる予定です。 

 

記 

１．合弁会社設立の目的 

当社は「輸送立国」すなわち“物流を通じて、お客様に喜んで頂ける最高のサービスを常に提供

し、国家社会に貢献する”を企業理念とし、物流ネットワークの充実に努めてまいりました。日本

国内だけで留まらず、海外でも物流ネットワークを広げていくことを目指しています。人口で中国

を上回り世界一となったインドでは国を挙げて製造業の強化に取り組んでおり、日系企業も含む世

界中の企業から中国に続く「世界の工場」になり得る存在として注目を集めており、ますます旺盛

な貨物輸送及び倉庫保管需要が見込まれます。その中で MLL は自動車をはじめ様々な産業向けの大

手物流業者です。同社との協業を通じて、インドで日系自動車企業向けの物流ネットワークを確立

し、インドにおける主要なロジスティクス事業者となることを目指し、合弁会社を設立することと

しました。 

 

２．合弁会社の概要 

（１）名 称 Seino MLL Logistics Private Limited 

（２）所 在 地 
249G, AHIP Tower, Ground Floor, Udyog Vihar Phase IV, Sector 

18, Gurugram, Haryana 122015 

（３）事 業 内 容 インド市場におけるトラック輸送および倉庫サービスの提供 

（４）資 本 金 40 百万インドルピー（75 百万円） 

（５）設 立 年 月 日 2024 年 10 月１日（予定） 

（６）決 算 期 ３月 

（７）純 資 産 40 百万インドルピー（75 百万円） 

（８）総 資 産 40 百万インドルピー（75 百万円） 

（９）出 資 比 率 
セイノーホールディングス株式会社：50％ 

Mahindra Logistics Limited：50％ 
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３．合弁契約の相手先の概要 

（１）名 称 Mahindra Logistics Limited 

（２）所 在 地 

Arena Space, 10th & 11th Floor, Plot No.20, Jogeshwari-

Vikhroli Link Rd, Near Majas Depot, Jogeshwari East, Mumbai, 

Maharashtra 400060 

（３）代表者の役職・氏名 Managing Director & CEO, Rampraveen Swaminathan 

（４）事 業 内 容 貨物自動車輸送および倉庫サービスの提供 

（５）資 本 金 1,050 百万インドルピー（1,980 百万円） 

（６）設 立 年 月 日 2007 年８月 24 日 

（７）純 資 産 5,040 百万インドルピー（9,504 百万円） 

（８）総 資 産 24,770 百万インドルピー（46,711 百万円） 

（９）大株主および持株比率 Mahindra & Mahindra：58.04%、他 

（10）上 場 会 社 と 

   当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当該事項はありません 

人 的 関 係 当該事項はありません 

取 引 関 係 当該事項はありません 

関係当事者へ 

の 該当状況 
当該事項はありません 

（注）インドルピーに併記の日本円は、１インドルピー＝1.8858 円で換算しております。 

 

４．今後の日程 

（１）取 締 役 会 決 議 日 2024 年５月 30 日 

（２）合 弁 契 約 締 結 日 2024 年５月 30 日 

（３）合 弁 会 社 設 立 日 2024 年 10 月１日（予定） 

（４）事 業 開 始 日 2024 年 10 月１日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本件による当社の連結業績への影響は軽微と見込んでおりますが、中長期的に当社の業績及び企

業価値向上に資するものと考えております。今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお

知らせいたします。 

 

以上 


